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！予Ith土、 企業 J ベルでみれば利益政策ない L剰
余金政策と Lて、 {1:i格設定の主H際をどこにむく






















；土ラ価格設定の際に企業が準拠すべき基準であ ！） , 
会北原氏iJに関する茶準ど密俵な関係をも－ J。
このノト論は， 資源配分の決定に重要な影響力を
もサ公企業の価格政策に J 川、ご、 国民経済の観点
と企業レベルでの実陳を検Nする。














み て（＇） 店計士；士， A出子iI { ＞ドの公企業 ij（外[Jt！の企業第白集， 「ジア経済研究所，日夜和43年）の第2主主；「公企業
,n{1凶格政；fl；こあて ／：， ＇筆ん叶 1な lfて会i'J＇汚ftが， この磁の分野における理論と実誌のl1 I用地帯におし、ご










会の巾」 ＇j i・セミナー（＜ Jotyメeminaめではじ h～
I，＇ド実である。て政~·.rの公式見解ど L て表明された f 寸 1 'o 
っきり L允芳え）Jが形成され日、なか.，たこと LKwはこのセミ十ーに提経済学育 V.I(白 H.V
？＇？定できな L、。1九＇a只es anJ “PriピC缶、 Inどのll1C',If¥ L fこJ 二一
公企業のμ標立： i次 5l} ij三，;I両期にi土じめ守ご， ドσ｝イLPrοfits in a行ocialistSociety”の中で、






..- ' ' ず
土汁｝」、ご採~さ j I ‘ 
入分をこれに加えたtit貯蓄（ιro日泊ving）である。用~ Jれることにな J 川三。
このとて十ーに先 IピJ Jて‘すでに、 耳l,1 
はじめて総使用資本に対する机




J何の税制古川育委員会JT，はationln'luir・, ( 'ommission) 








伝lit守政策に:l5＇、て依念上の変化が行な bれたことはたしご公企主主体tこ与iと L 、 ·)j日 1T~ii ことどまり，
公企業が1:rn家の財源にどの程度寄与すを物語る。t, tごろであ7,l 日際手IJit率を設定寸べきか，し，
企業の投資額iこ対する利益率どレう尺度る7）、t／：、tよどiニ， ）し、一ご；士三、一》t:こくとの恨i処i:なにか唱l工、
で測定されることを意味している。i主主然とした認 ~llt ( kあ ・Jたとしてλ，,fl,てL、t;，、。
この剰余金なり利益はどのようた忌そjLでは，士の必要性を説明する｜艮；加工不J 守），
この，＞；.（；こ.－）し、準lこよ 2て設定するのであろうか。%2次 5-/1年五十fl肩書に J パ、てこσ）こと［士、、t-白」－ o
て公式には問機な政策は示されていないといって。もいえる















































/1、， ) t t-, 
公企業の雫i]fi＂＇.：その； n-1叫がj
第九次計拘iが初め,l+両日標ーとして認定したのは、
、lj初il両て、i士、剰余余s億ルピー，公一戸 J でふザにじ （／） /cJ C 
I l 陪，／~，と Jうイ－ucわれることにIi.;,
経済，;J-i1む！の要請す；＿ji：企業ぴ〕二1してなる）－司
共投資支H',TiOf古Jい’ーんしその比率U:7.3%と




gr, 1 it: 
企業がrI t~i -1: -t ，ミラ利益三千二


























































































































































ーパ、てi主主花1-cTJ 1行；！とがた工，jl. -'・ ・／円、二トが j》力、
王子企業lt 1'i1E 1擦の注n&J::い ：， 産！IJ,f走中心















































ケの中て、自！1格機能の 1.／）吉誌が J＠少；i-1'il c', ). l、












(/1 ¥1li ! 石；2；欠～出；l;k,di山j（！）数紘は実績依。Fυ1,rtl,
Fi·z•e斗’，·，11 l'la11: 1 Draft Outli11I'. RO p 
iお4次，.！FtrTの数値l士次の資料に基づく＂
!>r<1/i Fourth l'la11: Alatcrial a11d Finan臼αi
Jilffamt'S I /.9(,'1 (i5、 J.97071、 197.57G）、 by
i’er日pecti、ei》Ianni口氏 !Ji、l訂作n, l'lannrng Com-
mis叶り口、 l《1；，、 S，、r:tinn t、Firしrncial Balanctヘ
i1fl1格JI女帝C'l＇立斐 ・Itが
上ろて・＜第 1i：心I 
白公，，I』kb＇：＼、「 j f {1 ！主かん、
ん.B~抜－－~ Ji ,K, tうに：，, ＇たのは τ
















































































































































































































































































































































































































































































第 3君主 公企業59干上の利益率（1964／日年度） （単位： 1000ルピー）
使用終資本 沌干lj 主 キi 利益 icl 1,1 lぃ｝
(1 
一 一、
42 14 ,'.29!i ,300 228,621 G2l,431 l .(i
4 2,112,844 5,277 2:1 ,542 0.2 
4“ 16,409,144 23:1,89約 544,97:1 1.4 J:l 4,:117,270 ()117,55:l ( )55,482 
:,lj 20、726、414 1 fi, :l,fi 189 ,if91 （｝日
第 4表 純利主量挙階層別会社分布(19'14／同年度）
純利益率の階層 会干｜：数 総払込資本額 比率（%）
(1）赤 ・' 1,912,770 19.81 
(2) 1 "., 以 5 5,7槌，907 59.97 
(3) 1 ,l 〈・ 2 485,514 5.Q:l !) 
(4) :1 5 
,. 
5 736,2Jfi 7.62 《》
（日） 5 10 
。《：＇.＇.’ 
10 日54,346 ,l.67 
(r,) ]() 15 1 164,250 1. 70 
(7) 15 。,i Lス 上 210,220 2.17 
『一一…・・－・宇一一一一？？



















































































































( 1:l ) Congress Planning Suh-Committee, Ooty 
Seminnr (Papers discussed), All India Congress 
Ⅱ　市場の型と価格設定の実際
1968050055.TIF
Committee, New Delhi, 1959, pp.171～177. 
（注 2) Ta:ration bHJuiry Co111missiun l<eJ,orl, 
1954, pp. 202～205. 
（注；3) Second Fivι～Year l'lan (Go,・en,ment .,f 
India). 
（注 4) たとえ：J,Osbt LangιM. Kalekiりが
インド統”卜研究所千ハラノピス教抜に進判したベーハ
ーにみられる。
（注 5) Third Five-Ye<1r Pla11. 
Ci主6) Fourth Five幽 Year Plan: A Draft 
Outli11e (I》JanningCornmi行sion),p. 83. 
(ii二7) V. K. R. V. Rao，“Prices, Income, W乱臣刷
、，1dPr・ufitsin " Socialist Sociely，＇’ pp.17'2～17:! 
（注 8) W. B. Redd川 vay, T!1C: Develojn11e11t 1.f 
the Indian止；conomy(London, 1962), pp. 189～l!J6, 
λppenrlix A “JmportancL: of Time-Lagメ for Eco 
nomic Planning”参照。
（注リ j 会社XIJぽ：＂，ヰ tl) Hindustan Inメecticidc、
Ltd. (6.0%), (2) Hindustan Cables LtιI. (5.9%), (:l) 
IL M. "l、（10.01＇：川、（4）月latじ TrndingCorp. of I,di;i 
Ltd. (Hl.l<;{,), （ふ） Mazgaon Doc！、 Ltd. (4.2%), （り）
Bharat EleじIroniesLtd. (4.!J%), (7) Garden Reach 
¥Vork:,ho1出 Ltcl.i 1.5%), (K/ Prag；，了。。1討 Ltd.(3.9＇；け、
(!J) Indian Rare Earths Ltd. (7.0%), (10) National 
J 'rojecLs Cons tr UじtionCorp. Ltd. (5.6%), (11) Ash，》k;i
Hotel Ltd. (!J.5%), (12) Mogul Linc Ltd. (7.5%), 
( 13) Ccr,tral Ro,ul Tcrnsport 仁川p. Ltd. (40.0'J川，
(14) Indian Telephone Industries Ltd. (4.7う勺），
(15) Hindustan Antibiotics Ltd. (10“0%), (16) 
National Instruments Ltd. (2.1%), (17) Natiou;,l 






（注11〕 The/1.nnual Report n活5-6(j，’l'hellrn-
dustan Steel Ltd., 7 p目




：、やすとし、ぅ！Q:.'J.力、ら絞めるこ円が望ま｝い，と B' .' 
也、見が多くみられたυ 企業の鋭点上り， lI~家の lH iJ；。と
いう一号取が先行してレると思われる。
V. V. Ramanadham，“Surpluses of Public Enter-
prjscぉJ’Basic-l'aper read atおeminar on iヘ，hlic
Enterprises, Osmania University, Hyderab≪d, June 
18～19th., 19o6, 11 p. 
































































れる。私企業のタグ鉄鋼会社 Cl‘；山 Iron＆ おte!
54 




















会社（Hindu湖 11 Machine T、oolsLtd.）の各種工作機
















Sans Fil）との聞に1953年 1月1日かん向とう 10年
IHIにおよぶ技術援助契約が成立した。
生産は 1956年 1月1f:Iから開始しているが， il
（！）計画のIL.9%程度， 1959年末でようべBく21.5%
にすぎなかったく削6）。


















































いj台 I11台 I60台［ 221台
生摩賛企塑盛一一一＿J___J＿よ一一！
(1) Jポ料松原、イ面：:38.452 24. 90fr22. 373 2( 1. 7'. ;, 
加 点 接 労 務 費 （ ） 91 1. 7ci6! 1.お，611.7:m 
叫総主要経ー費＜，9.30126. (i(i2,24 .129 22. 489 
（~）間接費 I 4.2781 8.89副8.895[8.895 
（日）特許料＼ 0.1叫 0.:12010，到1)0.942 
(!i) q，位生産費［，n.733[35. 877[34. 015!:i2. :12前





UliHr) Sixty-Eighth Report (Second Lok Sahh心
れ｛ Estimates Committ町， 19;i向山（Ikc. iり印），





価格構成山内訳とし C' I)；（料総原｛曲と i丹波費が
大きな比重をと占め， これらが価格の競争性を左右
するものとちえてよいであんう o

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































七j主cf曲十＆，i，.とのJ,li:¥i:｛上 iソノレ・こ」 ・：＿ トJ
lit ー「f
 q怠貸用に対－5－るマージレLH民hというもcV) ,j Jトラ




1，比.（立i(;J) Lt V. V. Ramanadham, "The i》rice
i’rohlem of I linduドtanCables Ltd.、ぺNイ！I'd






じシト lrス Jン・ケーブ／し製j立二三社 dl,<i（ノ、）
一 r'.11；の tll:•Jι を hーな・〉院しその｛，f貸出の（＞'/<, . 
販売価格の 2%－／＇ラス初年度： 3り（）（｝英ポJ































治；1年度以｝（｝（｝終ボン F5:_ J出L¥I波山1，，第三，主要な生時物l士、 I'lJ反l山υ）もとにい主主：さ jl ／こ J
それぞれ支払うことし
fil格 l決定の：fJェには，最初J,1961年 JJJ;n 1まで
は公lt入札：：仁勺て主主il去の糸；札fitlifちをも J ) C p以,jじ
f1li絡とするこ三にし亡し、fこυ




ニiゴ－~・費，Jlj に必要この方式は1,J・q:'1 J 1 (Jからう
i~JIH詰！戊
,! J 7ti ＇）；，均： 1;;cn ＃：’で占める原料）Jl[L.1ザー.1~でん心 υ
l959川





































ラかo いて大m模設｛砧能）Jを：も ＇） 企業数＋上/J:' はt正i，’ 極
(2) 寡1iり,i／公企ifv＞場‘（.－ の生産物を産Ii¥し，かつ近・1以的な費用構造のもと
（ニ） ヒンドウスタン鉄鍋会比 (I!in 
Ltd.) 状態をmしてL、る。










こうして， di場の型としては寡占塑になったが， とっている。ここでは， 会社聞の費用格差に影響






第 8表 tl;i明生産量の会rJj!JシL f、 (19G5/6h年度）（%）
製 11 口口




































































































































































































































































































































































































































































1Iiとなることは当日、である。以悩分析に 4 ) ＂、ての （削 工場原似jvJ内容
宵1斗はあさらかに主凡ないか， L、ま，おおまかな まず，工場原価の節減の余地がきわめて少ない










ぷ大きU、ため生産費引下げの可能性はかなり薄U、 い。第ii表』こ J ル、てみると、鉄鉱石と石灰石の生
丸、フとし、わ 3るをえふい。そ川大きな型filとして， 産費i土単位当たり， いずれもノレールケラ製鉄所か
工場ー付近の職員住宅問地建設に投下された費用が 訓尚になっていることがわかるω
鉄鋼生産資；こ反映しごし、るかんであるc L jれしな (h) 間接費約構成
がら，会祉の工場渡し価格は先進諸凶の国内販売 当初計画によると，鋼材生産費の臼様を550ルピ
(il絡と比較してそ；／l. it三不利で（土なL、。 インドの ーに決めヲその内訳として工場原仙1:moルピー， 1¥J
[tel内販売悩絡に問題があるとすれば，工場原価そ 接費250！レピーが前提とされていた山28）。
のものよりも事業税や輸送費の値上げがぽ迫要因 その後，支出計画は， 1957年， 1961年， 1963年
となっていることであノ〉うー し の 3!1にわた円て改訂され， 1965年；iJ:j 31日現有：
この報告には二つの重要な問題点が含まれてい の支出実績は当初計画35億3000万yレピーに対し，
Gことにfr；百、した＇・ '_, 62,(j意2000万ノレビーにのぼる。その間約56.6%の支
第 l 表 鉄鋼原料等生産能力・実績・生産費（1964/65年度） (l単位：年産10万M/T)
l I I M(l、ミ＇1たり／M/T、当たりi公~￥／；門生2品i 警芝と｝！：
車ι』）；I] 一 一一一 ｜ ｜ 一…J一 一「立竺互土i一坐日1ル互士lJQw 
欽 Ii. tレ一 Jレケラ i長~jzたけ5［ノ号
；（ 一［: ~:  I _ I /(1 誌｜正I I 1 円， I 7.19 ! 2. ピライ製鉄所ラジャーラ鉱山 I21.00 I 19.28 I 91.57 I~ （，ロ）手作業部｜I I  ~ F司 10.00 I 11.69 
μ扉I(1) 1し レケラ：it
灰整 山 I I I （付）機械操作｜
' ; ｜｜部門 10.n I 14. 76 
点I(2＞ピ弓イ製鉄川十ンデイ三鉱山 ら辺 五ιl i 98 川 I；同手作業部 j













I I附加どた η ている。
支出の内訳は、第1ゴ表に示すように，職員住宅
同地を主とする付帯施設の建設費が司総支出の約







































































































































































































































































































































































































































きにーペ内問保条約.J, Lて J号？「＇ 1.おヲ室内でふん
さて、 1'.:問≪－：＂／；のノ J /7 やイシド鉄,t)~ 会社との比
較で斗ゐ産安び）中に占める間桜貸付hTrhearl（、haγ日（＇，－
(I)[)'] Af';をみtう《









＿，レケラ製鉄所 190人、 1~－·ライ製鉄所 75人， F.内
ルカ、－f-11,製鉄所前人とたと3円これらの人件費を
鉄鋼単位当たり費用に換算すると，ルールケヲ九三








！忍難なためであらとい rわれていと〉の 11二、 ヒライ
ヤド巾ルガワ内ール製鉄mど比〆：， t耳ドイ、ソ技術古
［土比較的il'~ ＇，、水準の給与全汁？てし、；..：， 0 これi士、
本iic［におけふ職種目！Jlt令格差をその Etルー it,'r 














tr. . ＇て十 Qハ
この積な（；：（乃’i¥l¥(i:, 赤字の棟上英ど運転資金に
流用されてき t~. この／1.を F院の公企業委員会it 
61 
1968050064.TIF
j白及して司 ノ「後三 er,.f訴の流用を認めなL、方針を打 じて計算した場｛，，別言すれば，ゲ々やインド鉄
:, Jけした（ 議会社E同様の査定をうけるをすれば， 現実の知l




以卜みた壬お IJ司 会社の’貸別構成l士民間の欽鍛 あおい
会？トど比較して、 きわめて高Lぺ資本づスいτ）＇／，片 (ii; 販売frli格の山 1l1fヒ
でJ,-L，なノミてI巴L
そ二で、 L、七、以 f:(1〕rヒ.－／ f仁現全山f骨｝百水汚i：を り， i）テンシ二iンf1li格；と i白焚千，；－購入偶格は日lj娃：て
日H央十0{1fli十存を1‘、〈／ヲカ、♂）｛反定わ 1、ぞに推定して にf仁 Pていたn {rlfi格維持σ＞n的をもつて設定さj1. 
みるてどに L上ι てL、る I）テンシヲン f1li格i士、全国一律の輪送費土
川、卜lirfそJti i て現i：門官’mrnnそ；：H）τ！ーィ（， 一定し＇l阪の迫力日料余（メur-charges）を加えたものを
I] I ＼｛＇［；叶，i:(U(r外［以Ji!JtヰHトL、＇1Yゾj、
IコI 仁n,;1;,{i1i:, 1'Wc1irゎ一、｜’J'.J¥
,:) 1: Jま＇ /le'
,i; タト同人t~/.Ii 自主；； lj.; •fJ'.j) 





:i 17 1~ I：ー
1・11, I 
I ll1. 1 ・' .
1'. 1］..卜内ー
川、）総1,',!'ic山内収；，＇，・：／＇tf,1,!・,tI＇苦陀傾向！川，，） 21,0ル！：ー
/1;, HIの｛；－， I:, 叫931¥.I：＇・ー
二ゴ）会・n・ヵ；『 現存円安用水草をも εl二古城する
で払 7，うfrltif'rH士， r；、 L.,1) 』式等に上 0J: ~）9：：ル，.·ーに





、iι等lごし地方やi主隔地の鉄鋼需要を？，＇ 1j山上 ：／ ,1: 
し、う三どにあ， pたれ
そこで， リテンシ寸ン価格左販売価格の'i:J士，





lリルiif.1 J1 I Hかれ、 一部鉄鋼品目の販売fili桁
長々t’fてど λt，す三ど；士できたい＂た三え i士、 i¥&ftli がれ i刻化され， 19fi7年4月をもぺてィ？で！日，Rの統市lj
fυ、：［］干A をノJ勺と日除5%にjtjlえてふるこ去、 ）ぎわi が角限巨~えされるにいた／》た (ii :l ¥ 
百余日）利子土総同定資j1f傾に；（，十i一石収A主任 10＇，.；，土 、－：.o>HH古：はイン ti（／）鉄鋼統信！！の照史の j：で、両WI
:{LI定十るなど‘ 現実の慣行正力 •it It !dt fてr'tiHをを (r-J t仁出来事として， fンド内外で高く評価された「
たててある η 統制解除のね「汁、は， 生産者のブロゲクト・ミ、ソ
現実円借ti!＋；士、すでに述べた上ろに 29.WY:，土 ケス（product-mi討をできるどけ市場の需給状況に
，，，·~ぐ司 t だ‘利子支./1山、it減免きれ資本つスト仁 敏感に反映させ，本来の市1易機能を向侮させよう
士J十る負す日正は l(• ， で L 、 tn·" L fーが.，て、 ごご ,I: l,、うこ土であ J 》た。さらに， 統制制度ーというも




i -i .. Col. IC 、 「 一一－c司:r立
I Col. I I I 
品 目 （ 生産者販売価格 i 指明白黙想格 ｜ 明暗開格
一一…一一一一…” 一「Hl+K-,1/,（~）－T主連日；；－rm ·K~ ,¥WJ r~均一向、起点，'i?,,11' :Jn拙／，（2)
！日kclト（一一～5~m) I 911 r 86f, f 同 I I …！ り7S i ~21 
:!. Black Sh帥（厚さ 2-5mm)I 955 I 910 仁川5 I 950 I 仁川 965 
（伶〉 CoL II(l) Col. 1(1）ι50，ぐol.11(2)-Col. 1(2)=40, Col. 11(1）ー（：。I.IT0)=15, Col. ll（均一Col.ll(2)=1S, 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































｜ 措 同 内 販 売 価 持 ｜ 輸 入
機械の種類 ｜霊化i附 ／6211抑／63119附 41価格
精密旋盤機械 I 97 i 33 ,ool札 000141, 100!4s ,362 
Milling Machine f 91 ! :=!9,5川 39,500144,000¥51,802 
Radial Drill j 91 j札 0001札 000137,700144,314
I川 PriceLathe I 95 I 19,250j 19,2501札 0001札 467 
（〕rin】derMac!】inε
T日r児 tLathe 95 I札川0144，伺0147 '700:56, 11 
C/JI所） R. ¥". (~. Kris！】naMurty，“I》ricingPolicy 
。f!Iindusbn l¥fachine Tools，＇’ Eastern Econο－ 























L均ゐしなカa r・，、 この独立採算性の方針は， 1%1/
山年には放棄された「会社の設立当初jは，価格は
い1際｛出l怖に Ii＞；＇、了 F没定される工うに義務J 主iJ-,・ 
J1. 一二たへその／iili悩 ~d全は守 勺初のよ十！品iでi工推定
生産貨をfi'T1°・111k,1tずであ ，t二 UfiHッたーが！日） • 
第16表 ID! i:J.: fi：！ル v 1,1,. Pくへ三 J ＇）： ♂） 'I二存在校構成
• 1 rt 1¥i.{,'i今［：メドJc; 
1.; Iト件、 il/イ：i
nr1 J主 1;・ f;-5 •代l









~;:,; 、 -t• 
門／ ノヤー， しI) f也
ド i}f・/1,'ljぴ），ト， I 刊1.'.J(I)
り lid ；じ I'< i I 
:,c: 辻恥jl,y_{inj('i¥J,1・／＇（日～
I¥) ,;';: t~H l義被i•＼主iilliii'U、｜！符］（ド人 h
I,・! 資,t,:Sち干I]( ：＼λ＂ 






( il:) lj )'{>1()()0(/5: lj1(1'1:,r）生r)＇［資ィーふり、 ／. 二二シ I}'.
(; (f) l();jqi.{,'f(ll費月］はゴ九日米・I シ＼とた ；：）,. 
I／＼＇，刊日 .I oi n t l'lan of Op<"rけれ川1、lietw,・en the 
（山、ernm《・ntof lrn¥i;i, Thヒ ¥Vorld I le・,lth ( )r日an
1山 ,ti川 1ancl th,- l'nitcrl N:11i川 is l ntcrn:itional 
（、hilrlrcn',Emn日t・m・vFllnd f川口1 ¥nti¥11011《、見
l》L1,1in l1di・, 

























(Ii i山 ICユi (-1) i;,) 
1Uf1tiびんJ SI総生産！販売価iキlj 裕
iめ費 ！費 ；格 ！ 
-, :!I 1) :io.nol '.!8.8ti 
HI! 2:l.001 4'.!.0! 19.00 
J8i 28 001 til 00/ :LUIO 











































































































(/1¥di) Audit Report of Central (:overnment 
























(; 1:14) 公：i':業の古li!;,"'l',i'/jええかι くる理論的基礎
' jlfった文献として， I・ ,;L: 'J ; .＇）刀、参考になる。加藤
・，：拘i『公企業の経済学人 l木村山 i'!liJ社，！昭和41年，
ヘl むとに (~. S. Bhc1IL,. '・Ee川刊、mi，‘ Themy and 
Public Enterpri町 Pricing，＇’ Indian Reυ／l()l/i1 
.Journal、＼＇oL XIJ, No. 2 (Oct～l)凹 1%4) pp 
!So～lfi(i 
（件。IS〕 混合寡i'下におし、て公企業干しり価杓・！収必政
策が私的1(i'i 価栴に対する対抗ブJ効.~〔そも勺 ,1 ＇，（を T理論
,[1；＇：分析した下記（＇）論丈七、 iI ！＼ 子 v，’
¥Vil!iam C. l¥1eni I ctnd ¥lorm;in Schneider, 
. c;引vernment Firms in Oli日付polr Industrieメ： A 
片lw,tRun Analysis.＇’ υ11,rrl<'rfy .fuurnal of' Eco-
/Il／川 ＇,-s‘Vol.LXXX, Nn. :1, J¥11日u,tI %ii), pp. 4似）～
412. 
Ci七lfi) Fifty-Ninth Report (Second Lok Sal】ha)
of Estimates Committee, 195ル59(April 1959), p. :l. 
UU7〕 Thirty-NinthReport of Estimates Com-
mittee, 1956-57 (Dec. 1%1仏 p H 
( 1UR) Sixth Reportりfl'uhlic ,¥ccounts Com・
rnittee, 1957 58 (April l 問料、＼＇ol.I-Report, p. 31. 
( ,t:19) Thirty Ninth I， け 附 け れiFstimatが仁川n-
mitt，』e,1956, p. 47. 
(/t20〕 Sixty-EighthReport (Second Lok Sabha) 
of Estimates Committee, 1959 60 (Dec. 1959), Ap-
pendix I¥', pp. 90～98. 
((1:21) 1：芥『イントの公企業Jltf1 3章第 2i1jでこ
｝三社の投資決定のプ υ 七 λ1υ｜ あるn
( :+.22〕 このr7 ,1.-・ ;•, ' J；子氏！FullCost Princi-
jli，・＇，といわれる価格， t）＇’ζ、どド7,'.I, < ／タピュー調査
をも叶て実証したホールとヒッ千の考えガは，インド
では多くの独1守公企業で採用されているようである。
R. L. Hall and C. J. Hitch，“Price Theory and 
Economic Behavior，” Oxf，υ  cl Ernnomi,・ Papers, 
1'{19，くわ Lくは，安部一成『JJlfU:ltr'ifそ経済成長』，
t,'fi'f同区新書，昭和39年参照
（汁:en) Eleventh Report (Second LolζSabha), of 
Estimat肘 Committee 1957 S8 (March 19日）， p. 33. 
（注24〕 ／hid目， p.37. 
〔注25〕 Thirteenth Report of Estimates Com-
mittee, 1954 55 (.Tune 1955), p. 16. 
(tl::26) Audit Report of Central Government 
(Commercial), 1964ラ p.55. 
( /127）最近の事情に J 川、てlt, Report on the 
Fair Ex－＼～・ orks Retention Priceヘof Steel for th色
Period 1叶 April1960 to 31st March 1962 (Indian 






C i 28) Thirty-Third Report of Estimates Com-
mi ttec, Iリ:'i859, (Lok Sabhaお刷、1etariatラ Feb.1959),
p. S7. 
<i :!'l l Central (;overnment Audit Report(Com-
mcrcial), l'l65, p. 101. 
（注：~o) Seventh Report of Public Accounts 
Committee, 1957 58, Vol. !-Report (Lok Sabha 
Secretariat, April 19佼l),PP目 79～80.
( /1':l〕 Th"Tim円。fIndia (April 22, 1967). 
( i旬i・＿！） 統昔話j解除の勧告を ijん J , t K. N. Raj委
H 矢印；＇； ・,t；合参照。
九 l'rcliminary Report on Steel Control (Chair-
m;in . K X Raj) (Ministry of Steel and Heavy 
Ind ustri刷、 19日）．｝事訳， f]本鉄総連1;1調在日j;fインドの
スティーノレ・コントローノレ」（海外調査資料1964-No.
18) (1964｛ド7月10日）， 77ベージ。
( 1t3:1) 鉄鋼省の Iron& Steel Control (Calcutta) 
が発行する PriceCircular No. 1 of 1967 (19ii7年2
JI Hi i ) lJ. 燃の緬絡表参照。
( i'.¥4) ヒンドゥスタン鉄鋼会白木干上で（りインタピ













L 川 l 1 ;r:J也：， ，.』山jlで，「→〆 7 i,千；奇ふれ吋 l'_~ ?fi s 
日常、fi.,c
｛｛上:JSI I?, ) Iト・i,'1f；：そ：.Iに排訴し t.: I. ，＇；て， i,
?h な1:.,:u,,lir-lt ・' .' 1.りごなI' {iJli{宍XiJiJi七J)f申。i会
li'J ｛＼味 ' 、 r ' i: I一三、 l（、lemens，“Pric('Discrimi-
1'1101 I 日 [ lt・c rc-,1si ng （、口吋 Tndustnes，” ぺ111erira11
ι川 I刊11icR,Ti,・u・ ! D，でどml町γI941) r,玄，1r.,
（↑：Hi) 'j,~ i', ti', .¥: ＇！，し：， 1;r,1五三系45＇＼，、 州政 Jf
I 1り山 J¥iiJI日1Ii，険i>'I』日’h 1j1央政府 （j:;¥,j{!i，たt「）り%
I ・, : 、ら（ l'l:i叫lli(I :,.,1{1（次ti/,-.1 iごとろ）η
! ,i ::7: '-:incty ［・＇引11rthRt'porl （日ぞcondLりKSalト













I ,l'.18) L1xmi .¥l川川口、“ Price Fixation in the 
llinrlu,lan i¥ntihiotics :¥ C、ase Studv." l11dia11 
.101 r11al引j仁川/11/('l'Itヘ＼＇o¥¥TX, No.バG!.fan. ¥for 
i'lili), p.日l
（パ：JC) Twenty・片ν，・，・nth Iむ1川 rt of 





















その妥！行性もtl¥わjtることになる。t f二i 戸ご fl、（tl攻後ゲ）操作＝に上



















ハ！うのr,JU二京献することは疑う余地が！rヤω jえしり子段としてその経済機能が正しく .i'Htl1iδ A L心
日l山条（’｜ーは，現在，私企業に対して行なわれ ためにも， 上述の 2l,i_が再検討されることが王宝
ζ し心厳格な設備投資規制を内険d村司ることであ しヤJ 主／こ，混fr体制下の工業化か限られたIキ！日i
り，出＇.：： Lt, 公企業に犬、iする内外民間投資の導入 i均悦野と資源、のもとで加速的に行なわれるために
全めくる政京J・.の転換を前提とすることになるιa も，公企業政策は先に述べたように現実的かっ効
こJ)L、すれの！t(tにも共通し ζ ‘ 主ず手i：険討し 1ミ的な基礎にたソて再検討されなければならな
なけれはなんなレ J）は， 現在山価格管理の｝j式に




u壬 J舟 )I記長調.ftt百； L 任品~h /,JfJt H) 
アジア綬済研究所刊行
イ ン ド 工 業の技術水準 I> 1 ンド斥京内発 ii'~ （柴村羊五） I>主要産業における工業水擦と
H体i7/＇.、，1,（木下γ・小松降次・品、羽；，－，久・ i*1 i道利）t>各照の政
・; ;.i,',il＇・＂＇柴十 j 下；五千駄
:-HiOTr Y 900 
fおj{J)!JJげた！it(Ti J1力）仁〉インド工業化の段術的基盤f内l佼存）
［ノHU也＇ti：ち,i¥'Jff （内Ilfztド・ ｛I神力）
イ ン ド の金滋制度 1・被 •Jl:(I}；、 lll•lU立）［／財政と資本形成 U:t'i＜実H＞イノト J）金融険
~~~／＼~ 1; fl] 弘 法 U Wl（村JI俊雄）いイン！の民家金敗（桶舎9開）いインドにおける









300:W: -Y 750 
中古入 －；；.，•！，ふり経済的ご1-Y ；主（古 fl自 'ii：＇..；除島治安)L>WH\:5 カ，r；十位fl[
Wlにおける段r,i絞民主入＇J；要の展開（偽弘fr－玉置正三時）［＞補論
c~n1 治安）［＞統“:flミ（斎藤 A· ・藤島治’だ）仁＞）Jl地実態調査（f(




[>J; T c-J ・J、規模l：業の実態（三総7lnr，・田中茂）I>村落工業，家
[ij仁主t，その他小川1;，工業の態係（桜1il辰夫）I> i支IHの小工業政
'IW ( i ド.1:-J\i'.~ 1L) 
アジア経済出版会発亮
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